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１．一般会計

平成２６年度一般会計当初予算額は１８６億６，０００万円で、その後補正増額及び繰越財

源充当され最終予算額は２１２億５，３９５万６千円となりました。

歳入決算額は２０１億９，７２０万８千円、歳出決算額は１９３億２，５２２万７千円、歳

入歳出差引額は８億７，１９８万１千円で、平成２７年度への繰越財源２億７，８２３万７千

円を差し引いた実質収支額は５億９，３７４万４千円となりました。

歳入の主なものは、市税が２５億６，６８１万２千円で歳入全体の１２．７％、地方交付税

が６５億４，８８０万５千円で歳入全体の３２．４％、国庫支出金が１９億３，０４４万円で

歳入全体の９．６％、県支出金が９億２９８万３千円で歳入全体の４．５％、繰越金が７億

１，１２１万６千円で歳入全体の３．５％、市債が５９億４，５１０万円で歳入全体の２９．

４％となりました。

国庫支出金の主なものは、生活保護費関係が６億３，６３７万９千円、児童手当関係が３億

２，７５４万４千円、障がい者福祉費関係が２億７，８１５万３千円のほか、道路橋梁費補助

金が１億５，２３６万７千円、がんばる地域交付金が１億３，６４２万１千円、臨時福祉給付

費補助金が８，９７７万８千円です。また、がんばる地域交付金が１億３，６４２万１千円増

えたものの、地域の元気臨時交付金は４億５，４１８万円減ったほか、循環型社会形成推進交

付金が２億８，８５６万８千円、農林水産業費補助金が１億６，２６７万５千円、学校施設環

境改善交付金が１億２，４３９万５千円減ったことなどにより、前年度比８億６０９万３千円

（２９．５％）の減となりました。

県支出金の主なものは、障がい者福祉費や福祉医療費などの社会福祉費関係が３億６，６０

７万１千円、児童福祉費関係が１億４，９９０万４千円、小規模介護施設等緊急整備費補助金

が１億２，１００万円です。また、木造公共施設整備事業補助金が１億２，９４７万９千円

減ったものの、小規模介護施設等緊急整備費補助金は１億２，１００万円増えたほか、公共施

設再生可能エネルギー等導入事業費補助金が１，７８０万４千円、子ども・子育て支援制度に

係る電子システム構築等事業費補助金が１，４７９万６千円、介護施設開設準備経費補助金が

１，４５０万円増えたことなどにより、前年度比５，２７９万２千円（６．２％）の増となり

ました。

市債の主なものは、市役所庁舎整備事業債が３８億４，３００万円、合併振興基金積立債が

７億８，６７０万円、臨時財政対策債が５億４，６７０万円、小学校整備事業債が３億５，６

２０万円で、前年度比２９億３，７９０万円（９７．７％）の増となりました。

歳出の主なものは、人件費が２８億４，６９５万１千円、扶助費が２５億２，９８１万９千

円、公債費が１５億９，３５２万６千円、これら義務的経費の合計が６９億７，０２９万６千

円で、前年度比３億２７１万円（４．５％）の増となりました。投資的経費は６０億４，６０

０万３千円で主なものは、市役所庁舎整備事業が４０億５，３６７万３千円、追分小学校大規

模改修事業が４億６，１８９万６千円、道路新設改良事業が３億８，０８３万６千円、ふれあ

い交流センター温泉井掘削事業が１億４，２４４万７千円で、前年度比２３億６，５６９万円

（６４．３％）の増となりました。
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（１）平成２６年度一般会計の決算状況

イ．総括
（単位：千円）

区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 増 減 額

予 算 現 額 21,253,956 18,185,208 3,068,748

歳 入 決 算 額 20,197,208 17,374,791 2,822,417

歳 出 決 算 額 19,325,227 16,663,575 2,661,652

歳 入 歳 出 差 引 額 871,981 711,216 160,765

実 質 収 支 額 593,744 657,651 △ 63,907

単 年 度 収 支 額 △ 63,907 157,187 △ 221,094

ロ．歳入

（単位：千円、％）

区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 増 減 額 増 減 率

市 税 2,566,812 2,529,779 37,033 1.5

地 方 交 付 税 6,548,805 6,602,703 △ 53,898 △ 0.8

国 庫 支 出 金 1,930,440 2,736,533 △ 806,093 △ 29.5

県 支 出 金 902,983 850,191 52,792 6.2

繰 越 金 711,216 553,265 157,951 28.5

市 債 5,945,100 3,007,200 2,937,900 97.7

歳 入 計 20,197,208 17,374,791 2,822,417 16.2

ハ．歳出

（単位：千円、％）

区 分 平 成 26 年 度 平 成 25 年 度 増 減 額 増 減 率

人 件 費 2,846,951 2,871,525 △ 24,574 △ 0.9

扶 助 費 2,529,819 2,439,072 90,747 3.7

公 債 費 1,593,526 1,356,989 236,537 17.4

投 資 的 経 費 6,046,003 3,680,313 2,365,690 64.3

歳 出 計 19,325,227 16,663,575 2,661,652 16.0

歳入総額は 20,197,208千円ですが、その主なものは次のとおりです。

歳出総額は 19,325,227千円ですが、その主なものは次のとおりです。
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（２）市税の収納状況

（単位：千円、％）

現年度分 滞納繰越分 計

２ ６ 年 度 2,570,642 336,455 2,907,097

２ ５ 年 度 2,533,179 349,602 2,882,781

増 減 37,463 △ 13,147 24,316

２ ６ 年 度 2,509,803 57,009 2,566,812

２ ５ 年 度 2,460,217 69,562 2,529,779

増 減 49,586 △ 12,553 37,033

２ ６ 年 度 97.6 16.9 88.3

２ ５ 年 度 97.1 19.9 87.8

増 減 0.5 △ 3.0 0.5

区 分

調
定
額

収
入
済
額

収
入
率

景気は全国的に回復傾向にあるものの、地方経済は雇用環境、企業経営等

で依然として厳しい状況にあります。現年度分の収入率は住民税の特別徴収推

進等により、前年度に比較し０．５ポイントの増となっています。滞納繰越分

は３．０ポイントの減となっているものの、市税全体の収入率は０．５ポイン

トの増となっています。なお、本年度の不納欠損処理は３，６７１万８３２

円、滞納処分の執行停止額は８８３万３，６４９円でした。

納税の秩序を維持し税の公平性を貫くため、今後も滞納整理を適切に行い、

収入率の向上に努めていきます。
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（３）主要施策の状況

主な投資的経費は次のとおりです。

市役所庁舎整備事業を平成２５年度から３カ年の継続費により、本年度４０億５，３６７万

３千円で実施しました。新たな住民サービスの拠点として、平成２５年９月から進めてきまし

た新庁舎建設工事が、平成２７年３月に完成しました。

追分小学校大規模改修事業を４億６，１８９万６千円で実施し、校舎の増築と改修を行い、

生徒の安全・安心な学習環境の整備が図られました。

市道の整備では、大豊小学校線改良事業１億２，２４２万７千円、橋梁補修事業５，４１１

万３千円、新庁舎周辺道路整備事業４，３５２万１千円、二田追分線舗装補修事業２，８６６

万２千円、二田追分線改良事業２，１２３万６千円など、総額３億８，０８３万６千円で実施

しました。

ふれあい交流センター温泉井掘削事業を１億４，２４４万７千円で実施し、新たに温泉井の

掘削を行い、源泉の回復が図られました。源泉の回復により、平成２６年９月１日から温泉浴

の営業を再開しました。

災害復旧事業費は５，７７９万３千円で、平成２５年７月１２日の豪雨により被災した羽白

目橋の災害復旧事業を実施しました。

主なソフト事業は次のとおりです。

市制施行１０周年記念事業を１４６万４千円で実施しました。記念誌「潟上市の１０年」を

発行して市内全戸に配布したほか、庁舎に懸垂幕を設置するなど、１０周年を迎えた「潟上

市」を市内外にＰＲしました。

福祉灯油購入費助成事業を１，３６５万４千円で実施しました。灯油価格の高騰が市民生活

に影響を与えているため平成２５年度に引き続き行ったもので、高齢者世帯等の低所得者１，

５４９世帯に対し、冬季の採暖に必要な灯油の購入に係る助成金１，３２８万５千円を交付

し、福祉の増進を図りました。

臨時福祉給付金事業を８，８６４万６千円で実施しました。消費税率の引き上げによる低所

得者に与える負担の影響を考慮し、低所得者に対し適切な配慮を行うため臨時的な給付措置と

して、６，３２２名に８，２４６万円を給付しました。

国民文化祭事業は７８９万６千円で、「自然と暮らす・日本の原風景写真コンテスト～ふる

さとの心と心をつむぐ～」を開催し、全国に芸術・文化を発信したほか、開催記念として入選

作品から選定した写真でカレンダーを作成し市内全戸に配布するなど、市民参加による芸術・

文化の醸成を図りました。

除排雪に要した費用は１億１，９０６万９千円で、前年度と比べ５，７１５万７千円の減と

なり、２年連続で減少となりました。

合併特例債を活用した、合併振興基金８億２，８７２万３千円の積立を実施し、平成２５年

度から２カ年計画により１８億２，８７２万３千円の積立を行いました。平成２７年度以降の

ソフト事業に対し、有効活用を図っていきます。

民間資金の市債６件、１億４，２６４万５千円の繰上償還を実施し、将来の利子負担額７０

１万８千円を軽減しました。
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２．国民健康保険事業特別会計

平成２６年度国民健康保険事業特別会計当初予算額は３９億５，６１２万５千円で、

その後補正増額され最終予算額は３９億８，８３５万１千円となりました。

歳入決算額は４１億７３７万７千円、歳出決算額は３７億８，２９０万５千円、実質

収支額は３億２，４４７万２千円となりました。

歳入の主なものは、保険税が６億５，３３６万９千円で歳入全体の１５．９％、国庫

支出金が７億７，４６０万４千円で歳入全体の１８．９％、前期高齢者交付金が１２億

１,５８１万６千円で歳入全体の２９．６％、共同事業交付金が４億５，６７９万１千

円で歳入全体の１１．１％となりました。

歳出の主なものは、保険給付費が総額２４億３，９４６万９千円で、一般被保険者分

が２２億２，２４４万１千円、退職被保険者等分が１億９，７８５万６千円となりまし

た。

保険給付費では、疾病治療のため療養の給付を行ったほか、出産に際しては出産育児

一時金７９５万円を、死亡に際しては葬祭費３６０万円を支給しました。

保健事業費では、８０１万円のうち人間ドックを１５２人分、５２７万４千円で実施

し、被保険者の健康意識の高揚に努めるとともに、疾病の早期発見・早期治療に努めま

した。

また、後期高齢者支援金等が４億６,１７２万５千円、介護納付金が２億４４６万２

千円、共同事業拠出金が５億２，８３３万４千円となりました。

加入者及び医療費の状況は、対前年度比で世帯数が１１５世帯の減、被保険者数が３

４４人の減となりました。一人当たりの医療費の状況は、一般被保険者分が３５２，１

１３円で対前年度比１９，４４２円の増、退職被保険者等分が４３６，６５７円で対前

年度比４０，２９８円の増となりました。
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（１）加入者の状況

イ．年間平均世帯数 （単位：世帯）

ロ．年間平均被保険者数 （単位：人）

（２）保険税の状況

一世帯当たり及び一人当たり保険税 （単位：円）

（３）医療費の状況

イ．一般被保険者分 （単位：円）

ロ．退職被保険者等分 （単位：円）

注） 療養給付費は入院・通院・歯科・調剤・訪問看護等

療養費は整骨院・補装具等

混合世帯

区 分

△ 184

平成26年度 590,314,060

区 分

△ 20前年度対比

区 分

4,462

一般被保険
者単独世帯

平成25年度 7,878

療養給付費
費 用 額

8,597

平成26年度

559

124

△ 20

276

△ 75

前年度対比 △ 36,144,695

平成25年度 626,458,755

前年度対比

7,694

△ 40,890,801

総医療費

前年度対比 △ 40,551,298

平成26年度 242,253,756

区 分
療養給付費
費 用 額

△ 339,503

平成25年度 282,805,054 2,177,215 284,982,269

436,657

退職被保険
者単独世帯

332,671

4,862

△ 115

4,977

被保険者一人
当たり金額

一人当たり
医 療 費

352,1132,709,153,777

合 計

71,527121,414

一世帯当たり
金 額

40,298

396,359

一 般
被保険者

退 職
被保険者

合 計

療 養 費
費 用 額

△ 160

8,253

△ 344

収入額

19,442

療 養 費
費 用 額

一人当たり
医 療 費

1,837,712 244,091,468

88,369,502

719

平成25年度 4,482 144 351

平成26年度

86,977,904前年度対比 1,391,598

125,871 72,869

△ 1,342△ 4,457

26,264,727

平成25年度 2,595,911,146 24,873,129

総医療費

2,620,784,275

平成26年度 2,682,889,050

区 分

－ ６ －



３．後期高齢者医療特別会計

（１）対象者の状況（３月３１日現在）
（単位：人、％）

平成26年度 33,928 4,925 14.5

平成25年度 34,135 4,829 14.1

前年度対比 △ 207 96 0.4

※ 人口は、住民基本台帳年報による

（２）保険料の状況
（単位：円、％）

収 納 率
総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収 普通徴収分

平成26年度 168,776,013 44,531,713 124,244,300 163,506,200 38,989,300 87.6

平成25年度 169,077,013 44,036,213 125,040,800 163,912,800 38,610,000 87.7

前年度対比 △ 301,000 495,500 △ 796,500 △ 406,600 379,300 △ 0.1

平成２６年度後期高齢者医療特別会計当初予算額は２億７，３３２万６千円で、その後補正増

額され最終予算額は２億７，７７１万９千円となりました。

歳入決算額は２億７，７３３万９千円、歳出決算額は２億７，５６５万２千円、実質収支額は

１６８万７千円となりました。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料が１億６，３５０万６千円で歳入全体の５９．

０％、一般会計繰入金が１億１，１６３万６千円で歳入全体の４０．３％となりました。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合負担金が２億５，３６０万２千円で歳出全体の９

２．０％となりました。

対象者の状況は、被保険者数が４，９２５人で対前年度比９６人の増となりました。

調 定 額 収 入 済 額
区 分

区 分 被保険者数人 口 加入率
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４．介護保険事業特別会計

平成２６年度介護保険事業特別会計当初予算額は保険事業勘定が３２億８，１０６万

９千円で、その後補正増額され最終予算額は３４億５，２３３万７千円となりました。

歳入決算額は３４億６，３４３万３千円、歳出決算額は３３億７，１１５万５千円、

実質収支額は９，２２７万８千円となりました。

歳入の主なものは、保険料が５億８，９９７万３千円で歳入全体の１７．０％、国庫

支出金が８億１，４８０万円で歳入全体の２３．５％、支払基金交付金が９億３，８２

１万６千円で歳入全体の２７．１％、県支出金が４億７，３０７万７千円で歳入全体の

１３．７％、繰入金が５億７，９３１万５千円で歳入全体の１６．７％となりました。

歳出の主なものは、保険給付費が３１億５，９８３万円で歳出全体の９３．７％、地

域支援事業費が６，９８６万７千円で歳出全体の２．１％となりました。

保険給付費の内訳は、介護サービス等諸費が２７億９，５２７万６千円で保険給付費

全体の８８．５％、介護予防サービス等諸費が７，９６９万５千円で保険給付費全体の

２．５％、低所得者の利用者負担軽減措置としての特定入所者介護サービス等費が１億

９，５８４万９千円で保険給付費全体の６．２％となりました。

地域支援事業費の内訳は、介護予防事業費が３３７万２千円、包括的支援事業・任意

事業費が６，６４９万６千円となりました。

次に、介護サービス事業勘定の当初予算額は８２４万９千円で、その後補正増額され

最終予算額は１，０１４万４千円となりました。

歳入決算額と歳出決算額はそれぞれ９７２万８千円となりました。

歳入は、介護予防サービス計画費収入で、歳出は保険事業勘定への繰出金です。

認定者の状況は、認定者数が１，９２８人で対前年度比７０人の増となりました。
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（１）加入者の状況 （単位：人）

総 数 内認定者数 総 数 内認定者数 総 数 内認定者数

平成26年度 10,004 1,882 11,869 46 21,873 1,928

平成25年度 9,657 1,814 12,544 44 22,201 1,858

前年度対比 347 68 △ 675 2 △ 328 70

（２）保険料の状況 （単位：千円）

総 額 普通徴収 特別徴収 総 額 普通徴収

平成26年度 596,800 59,914 536,886 587,081 49,710 83.0

平成25年度 577,174 54,858 522,316 567,653 44,368 80.9

前年度対比 19,626 5,056 14,570 19,428 5,342 2.1

（３）サービス受給者の状況 （単位：人）

総 数 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療

平成26年度 12,371 1,588 4,031 1,968 2,065 0 17,990

平成25年度 11,741 1,249 4,003 1,980 2,023 0 16,993

前年度対比 630 339 28 △ 12 42 0 997

（４）介護サービスの利用状況

イ．介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区 分 訪問・通所
地域密着型
(グループホームほか)

施設
（特養・老健）

特定入所
（食事負担分）

その他 合 計
受給者一人

当たり給付費

平成26年度 1,465,631 360,922 1,048,419 195,849 89,009 3,159,830 176

平成25年度 1,417,784 294,139 1,032,202 176,481 80,874 3,001,480 177

前年度対比 47,847 66,783 16,217 19,368 8,135 158,350 △ 1

ロ．居宅介護・介護予防サービス費 （単位：千円）

区 分 訪問系 通所系 短期入所 その他 合 計
受給者一人

当たり給付費

平成26年度 122,484 419,917 686,738 236,492 1,465,631 118

平成25年度 138,156 411,574 644,079 223,975 1,417,784 121

前年度対比 △ 15,672 8,343 42,659 12,517 47,847 △ 3

ハ．地域密着型介護・介護予防サービス給付費 （単位：千円）

区 分 グループホーム 老人福祉施設 小規模多機能型 その他 合 計
受給者一人

当たり給付費

平成26年度 177,996 138,756 41,347 2,823 360,922 227

平成25年度 172,560 80,097 41,482 0 294,139 235

前年度対比 5,436 58,659 △ 135 2,823 66,783 △ 8

ニ．施設介護サービス給付費 （単位：千円）

区 分 老人福祉施設 老人保健施設 療養型医療 合 計
受給者一人

当たり給付費

平成26年度 504,503 543,916 0 1,048,419 260

平成25年度 492,589 539,613 0 1,032,202 258

前年度対比 11,914 4,303 0 16,217 2

区 分

区 分

区 分

合 計

第1号被保険者 第2号被保険者 合 計

収入済額 普通徴収分
収納率（％）

施設介護サービス

調 定

居宅介護
サービス

地域密着型
介護サービス
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５．農業集落排水事業特別会計

（１）農業集落排水整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％

平成26年度 9,773 54 54 100.0

平成25年度 9,796 54 54 100.0

前年度対比 △ 23.0

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成26年度 33,800 1,530 1,019 3.0

平成25年度 33,971 1,530 1,040 3.1

前年度対比 △ 171 △ 21 △ 0.1

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km

平成26年度 718 70.5 17

平成25年度 699 67.2 17

前年度対比 19 3.3

平成２６年度農業集落排水事業特別会計当初予算額は１億２７４万２千円で、その後

補正減額され最終予算額は１億２３７万２千円となりました。

歳入決算額は１億４３５万円、歳出決算額は９，６３４万６千円、実質収支額は８０

０万４千円となりました。

歳入の主なものは、農業集落排水施設使用料が９１８万１千円で歳入全体の８．

８％、一般会計繰入金が８，７６６万円で歳入全体の８４．０％となりました。

歳出の主なものは、豪雨災害による羽白目橋災害復旧工事に伴う管路移設工事１８７

万９千円を実施しました。

供用開始面積は５４ha、農業集落排水加入戸数は２１６戸となっています。

区 分

区 分

区 分
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６．下水道事業特別会計

（１）下水道整備の状況

総 面 積 処理計画面積 処理区域面積 整 備 率

ha ha ha ％

平成26年度 9,773 1,586 1,235 77.9

平成25年度 9,796 1,609 1,228 76.3

前年度対比 △ 23 △ 23 7 1.6

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成26年度 33,800 29,330 31,536 93.3

平成25年度 33,971 32,000 31,374 92.4

前年度対比 △ 171 △ 2,670 162 0.9

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率 本 管 延 長

人 ％ km

平成26年度 26,201 83.1 225

平成25年度 25,682 81.9 225

前年度対比 519 1.2

区 分

区 分

区 分

平成２６年度下水道事業特別会計当初予算額は１１億８,６９４万円で、その後補正

増額及び繰越財源充当され最終予算額は１２億２,５６４万９千円となりました。

歳入決算額は１２億９８５万９千円、歳出決算額は１１億６，８０５万６千円、歳入

歳出差引額は４，１８０万３千円で、平成２７年度への繰越財源１３０万円を差し引い

た実質収支額は４，０５０万３千円となりました。

歳入の主なものは、下水道使用料が４億４，１９２万円で歳入全体の３６．５％、一

般会計繰入金が５億４，９９７万８千円で歳入全体の４５．５％、下水道債が１億６，

０６０万円で歳入全体の１３．３％となりました。

歳出の主なものは、下水道未普及地域の解消を図るため、公共下水道事業として町後

地区管渠布設工事３，２８９万７千円と、川向地区管渠布設工事５５０万２千円を実施

しました。

供用開始面積は、公共下水道と特定環境保全公共下水道の合計で１，２３５ha、下水

道加入戸数は９，００５戸となっています。
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７．合併処理浄化槽事業特別会計

（１）合併処理浄化槽整備の状況

総 人 口 処理計画人口 処理区域人口 普 及 率

人 人 人 ％

平成26年度 33,800 333 198 0.6

平成25年度 33,971 333 238 0.7

前年度対比 △ 171 △ 40 △ 0.1

水 洗 化 人 口 水 洗 化 率

人 ％

平成26年度 198 100.0

平成25年度 238 100.0

前年度対比 △ 40

区 分

区 分

平成２６年度合併処理浄化槽事業特別会計当初予算額は６８３万７千円で、その後補

正増減はなく最終予算額は６８３万７千円となりました。

歳入決算額は７１９万９千円、歳出決算額は６３９万２千円、実質収支額は８０万７

千円となりました。

歳入の主なものは、合併処理浄化槽施設使用料が２７１万６千円で歳入全体の３７．

７％、一般会計繰入金が４２３万円で歳入全体の５８．８％となりました。

歳出の主なものは、合併処理浄化槽事業費が４３７万２千円で歳出全体の６８．４％

となりました。

合併処理浄化槽設置戸数は７５戸となっています。
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８．豊川財産区特別会計

９．下虻川財産区特別会計

１０．和田妹川財産区特別会計

１１．飯塚財産区特別会計

平成２６年度飯塚財産区特別会計当初予算額は７８万７千円で、その後補正増額され最

終予算額は１１２万５千円となりました。

歳入決算額は１１２万４千円、歳出決算額は７７万９千円、実質収支額は３４万５千円

となりました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が５２万１千円、繰越金が３４万円となりまし

た。

歳出の主なものは、財産管理費が３４万５千円、財政調整基金積立金が３３万９千円と

なりました。

平成２６年度豊川財産区特別会計当初予算額は１，０４３万３千円で、その後補正増額

され最終予算額は１，０４４万４千円となりました。

歳入決算額は１，０４３万７千円、歳出決算額は１，０２０万円、実質収支額は２３万

７千円となりました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が１，０１８万８千円、繰越金が２３万７千円

となりました。

歳出の主なものは、一般会計繰出金が１，０００万円で、多目的交流施設（豊川コミュ

ニティセンター）整備事業の財源として充当しました。

平成２６年度下虻川財産区特別会計当初予算額は８９万８千円で、その後補正増額され

最終予算額は１５２万１千円となりました。

歳入決算額は１５１万８千円、歳出決算額は９４万８千円、実質収支額は５７万円とな

りました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が８９万３千円、繰越金が６２万５千円となり

ました。

歳出の主なものは、財産管理費が１８万円、財政調整基金積立金が６２万４千円となり

ました。

平成２６年度和田妹川財産区特別会計当初予算額は６５万４千円で、その後補正増額さ

れ最終予算額は１０７万９千円となりました。

歳入決算額は１１５万７千円、歳出決算額は６０万２千円、実質収支額は５５万５千円

となりました。

歳入の主なものは、財政調整基金繰入金が４６万９千円、繰越金が４２万６千円となり

ました。

歳出の主なものは、一般管理費が１２万２千円、財政調整基金積立金が４２万６千円と

なりました。
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１２．水道事業会計

（１）給水状況

（２）工事状況

（３）財政状況

また、資本的収支については収入額223,781,474円、支出額449,758,894円（消費税
込）で、資本的収支の不足額225,977,420円は、過年度損益勘定留保資金34,846,000
円、当年度損益勘定留保資金148,599,940円、建設改良積立金42,531,480円で補てん
しました。

以上が本年度の概況でありますが、今後も適切な事業選択とより一層の経費の節減な
ど効率的な事業経営に努めてまいります。

本年度末における給水戸数は10,475戸、給水人口は27,010人で、前年度末と比較し
て給水戸数は64戸増加し、給水人口は154人減少しました。普及率は82.6％となりま
した。年間総配水量は3,023,475㎥となり、一日最大配水量は9,694㎥、施設能力
12,013㎥に対する最大稼働率は、80.7%でした。

年間有収水量は2,521,067㎥で、有収率は83.4%となり前年度に比較して3.4ポイン
ト減少しております。

保存工事として、二田浄水場取水ポンプ更新工事・高圧ケーブル更新工事、羽白目
橋水道管添架工事を実施しています。

本年度の水道事業収益は575,749,905円、経常費用は508,075,185円、特別損失
7,329,248円で60,345,472円の純利益が生じました。

建設工事は、大崎地区配水施設整備工事、昭和浄水場・町後ポンプ場自家発電設備
実施設計業務委託を実施しています。
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